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令和２年度 決算の概要について 

 

令和３年９月２１日  

 

長岡市の令和２年度決算は、歳入総額は、１，６０７億９，９８４万５

千円、対前年比２９２億６，８１８万８千円（２２．３％）の増、歳出総

額は、１，５５２億１４０万３千円、対前年比２６１億４，９６３万９千

円（２０．３％）の増で、差し引き形式収支は、５５億９，８４４万２千

円の黒字となりました。ここから翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた

実質収支黒字額は、５１億５，４９６万４千円となりました。 

歳入では、基幹収入である市税や地方交付税などが見込みどおりに収入

でき、国・県補助制度を可能な限り活用し、歳入総額の確保を図りました。 

また、歳出では、新型コロナウイルス感染症の影響により予定どおり執

行できなかった事業があることなどから、例年に比べて実質収支額が多く

なりました。 

 

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響が広がる中、市民の生

活支援や感染拡大防止、医療体制強化、地域経済の立て直しなど、必要な

感染症対策に機動的かつ全力で取り組みました。 

そして、このような状況の中にあっても、市民生活に密着した施策に積

極的に取り組み、令和２年度の重点施策について着実な推進を図りまし

た。 

まず、がんばる市民活動への支援を積極的に進めたほか、健康・福祉・

子育て環境の整備や防犯、鳥獣対策・除雪対策など、市民の暮らしの安

全・安心のため、きめ細かく対応しました。 

また、防災・減災対策では、令和元年に発生した台風第１９号の教訓を

踏まえ、内水対策の強化など、災害に強いまちづくりを進めました。 

さらに、教育のＩＣＴ化や校舎の大規模改修など教育環境の整備、産業

振興や働く場の創出、農家等の担い手の育成、都市インフラの整備など未

来への投資も積極的に行いました。 

魅力発信や交流人口の拡大については、新型コロナウイルス感染症の拡
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大により、イベントなどで中止や規模縮小があったものの、メディア等を

活用した長岡の魅力発信や観光施設の整備については、着実な推進を図り

ました。 

 

 

次に、令和２年度に実施した主要な事業について申し上げます。 

はじめに、新型コロナウイルス感染症対策事業についてであります。 

 

生活支援・感染拡大防止 

１人１０万円の特別定額給付金や子育て世帯、ひとり親世帯臨時特別

給付金をはじめ、市独自の赤ちゃん応援臨時支援金給付や児童扶養手当

の上乗せ給付を行いました。 

また、新型コロナウイルス禍の中で頑張る市民活動団体への感染対策

支援や、コミュニティセンターや福祉施設など市有施設の感染拡大防止

対策を実施しました。 

 

医療体制強化 

長岡市の医療体制を強化し感染拡大を防止するため、基幹病院などを

中心とした医療関係機関へ医療器具・衛生用品購入や設備整備に対し支

援を行いました。 

また、ＰＣＲ検査センターや発熱診療開設時の支援なども行い、検査

体制の安定化に協力しました。 

 

地域経済の立て直し 

地域経済を支える市内事業者への支援として、家賃や上下水道料金等

を助成する事業継続緊急支援金をはじめ、感染症対策の設備導入などを

支援する設備導入サポート補助金、市内宿泊・日帰り旅行応援キャン

ペーン事業、ポッキリパスポート・プレミアム事業などを実施しました。 

なお、様々な支援事業を適時予算化して取り組みましたが、感染の波

が繰り返される中で、中止などを余儀なくされた事業もありました。 
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教育支援など 

非接触型の温水自動水栓設備の整備を市立小学校、保育施設等に実施

しました。また、新型コロナウイルス禍における国の緊急経済対策を活

用してタブレット端末をいち早く導入し、緊急時の遠隔教育を見据えた

対応を進めたほか、市立学校、保育施設等へ衛生用品配布や教育実習生

などへのＰＣＲ検査を実施しました。 

 

続いて、重点施策の主要な事業を、重点施策の柱別に申し上げます｡ 

 

Ⅰ 暮らしの安心と安全の確保 

１ 市民協働と市民活動の支援 

① 子ども食堂への支援 

子どもからお年寄りまで地域住民の交流の拠点となり、地域の子ど

もを地域で見守り、地域で育む場として重要な役割を担う「こども食

堂」を運営している８団体を対象に、１団体あたり５万円を上限に

「子ども食堂運営費補助金」を交付し、その運営や立ち上げ支援を行

いました。 

 

② 栃尾地域の交流・活動拠点を整備 

栃尾地域交流拠点施設（仮称）の建設工事に着手しました。また、

施設のオープンに向けた栃尾地域中心部の賑わい創出として、「栃尾

まちなかアートギャラリー事業」など空き家を活用した事業を支援し

ました。 

 

③ 川口コミュニティセンターを開設 

川口地域のコミュニティ活動を推進するため、令和３年３月に川口

コミュニティセンターを開設しました。センター長など職員を配置し

たほか必要な施設の改修を行いました。 

 

２ 健康・福祉・医療と地域共生社会の推進 

① 障害者の就労の促進 
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障害者雇用を積極的に推進するため、市役所内に障害者ワークス

テーションを新設しました。雇用期間は３年以内とし、市役所内の業

務を行いながら、ステップアップして民間企業への就労を目指すもの

で、合計３人を雇用し、１人が民間企業に就職しました。 

 

② ＤＶ被害者の心理ケアから生活再建までを支援 

ＮＰＯ法人との協働で、配偶者暴力相談支援センターを運営するとと

もに、ＤＶ被害者に対する心理カウンセリング等の専門的・個別的支援

や自立に向けた心理教育プログラム等の総合支援事業を実施しました。 

また、女性活躍の機運醸成と人材育成を目的とした女性活躍応援プ

ロジェクトや、仕事と子育ての両立など働き方の悩みに関するアウト

リーチ型の相談会を実施しました。 

 

③ 生活習慣病予防対策の推進 

国民健康保険加入者の特定健診受診料を１，３００円から５００円

に引き下げ受診しやすい体制を整えたほか、糖尿病性腎症重症化予防

プログラムの該当者を中心に栄養指導を実施するなど、生活習慣病の

発症、重症化を防ぐことによる健康寿命の延伸及び医療費の伸びの抑

制を目指し事業を実施しました。 

 

④ 生活困窮者の自立支援 

経済的に困窮している世帯の抱える課題を相談者とともに整理把握

し、問題解決に向け関係機関と連携を図りながら継続的な支援を行い

ました。 

 

３ 子育て環境の整備 

① 子ども家庭総合支援拠点の設置 

国の「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」に基づき、中規模型

の子ども家庭総合支援拠点を設置して、子どもとその家庭、妊産婦等

を対象とした、地域の実情の把握、相談対応、調査、継続的支援を行

い、児童虐待防止の強化を図りました。 
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② 長岡版ネウボラの実施 

「ままリラ」の利用時間を午後８時まで延長したほか、病院に宿泊

して産後の心身の回復を図りながら助産師などから育児を学ぶ「宿泊

型産後ケア」を開始し、妊娠から出産・育児まで切れ目ない支援を行

いました。 

また、多胎児対象の「ままのまカフェ」を開催し、相談や交流の機

会を設けたほか、多胎児対象の「寄り添い支援訪問」の対象を３歳ま

で拡大するなど、育児等の負担の大きい多胎児家庭への支援を強化し

ました。 

 

③ 児童館・児童クラブの整備 

豊田第二児童クラブの建築工事や、青葉台と上川西の児童館・児童

クラブの実施設計を行うなど、児童が安全・安心に過ごせる遊び場や

生活の場となる児童館・児童クラブの整備を進めました。 

 

４ 地域の生活の安心確保と防犯等の安全対策 

① 高齢運転者の安全運転セミナーの実施 

高齢運転者が長く安全に運転し続けられるよう、シニアドライビン

グセミナーを開催し、運転能力診断や安全運転サポート車（サポカー）

の乗車体験を行いました。 

 

② 鳥獣被害の防止対策の強化 

野生鳥獣の被害地域が拡大し、人身被害や農作物被害が増加してい

るため、鳥獣被害対策実施隊が行う罠や銃器による捕獲の強化、安

全・安心確保のための緊急捕獲、集落ぐるみで行う電気柵設置による

防除の強化、有害鳥獣捕獲の新たな担い手確保などを実施しました。 

また、ハクビシンなどの中型哺乳類による生活環境被害の相談に対

して、獣害アドバイザーを派遣し、侵入防止策などのアドバイスを行

いました。 
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５ 身近な生活環境の整備と地域経済の下支え 

① 住宅・空き家リフォーム費用の助成 

リフォーム工事８１９件に対して１件当たり最大５万円を助成し、

居住環境の向上とともに、市内施工業者の受注機会の拡大を図りまし

た。また、高齢者世帯、子育て世帯、市外からの移住世帯などを対象

に、空き家のリフォーム工事２３件に対して１件当たり最大５０万円

を助成し、空き家の有効活用を図りました｡ 

 

 

Ⅱ 台風第１９号の教訓を踏まえた災害に強いまちづくり 

１ 早めの避難行動を促す体制づくり 

① 「マイ・タイムライン」を活用した学校での防災教育推進 

子どもたちの防災教育を推進し、地域防災力の向上につなげるため、

防災教育用教材「わが家の防災タイムライン」（小学生版）を作成し、

市立小学校に配布するとともに、各学校のニーズに応じた防災教育の

サポートを行いました。 

 

② 農業用ため池ハザードマップの作成と住民周知 

農業用ため池の決壊により、周辺住民に被害を及ぼす恐れがあると

して県が指定した市内４５か所の「防災重点ため池」のうち、２０か

所について、万一決壊した場合の浸水想定区域及び避難に関する情報

等を示したハザードマップを作成し、地域住民への防災啓発と周知を

図りました。 

 

③ 水防避難訓練の実施 

大規模水害への防災対策を推進するため、信濃川の浸水想定区域内

の日越地区の住民が、区域外にある関原地区の緊急避難場所（関原小

学校）に自家用車で避難する広域的な避難訓練を市内で初めて実施し

ました。 
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２ 治水・内水対策の強化 

① 寿町排水ポンプ場の整備 

蔵王地区の浸水被害軽減に向け、大雨時に毎秒９トンの水を信濃川

へ直接排水する、市内最大級の排水能力を持つ「寿町排水ポンプ場」

の本体工事に着手しました。 

 

② 緊急排水の強化 

大雨の際、より迅速に雨水排除が行えるよう、今井地区に可搬式ポ

ンプを常設するなど、緊急排水を強化しました。 

 

③ 浸水常襲箇所の雨水管増強などのピンポイント対策を実施 

局地的な浸水被害の軽減を目的に、蓮潟地区などで雨水管の増強工

事を実施したほか、浸水対策の実施に向けた調査・検討を行いました。 

また、応急的な対策として、与板地域の浸水常襲箇所に仮設排水ポ

ンプを設置しました。 

 

 

Ⅲ 「新しい米百俵」による人材育成と未来への投資 

１ 人材育成・教育環境整備の推進 

① 小・中学校にタブレット型端末を導入し教育のＩＣＴ化を推進 

当初、令和５年度までに段階的に進める予定となっていた小・中学

校の児童生徒１人１台タブレット端末の整備について、国の補助制度

を最大限活用して、令和２年度に全て前倒しし、高速大容量の校内通

信ネットワーク工事と合わせ、ＩＣＴ機器を活用した教育活動に必要

な教育環境の整備を行いました。 

 

② 子ども・青少年相談センターの開設  

２０歳に至るまでのより広い年代の相談に対応することや中学校卒

業後も相談を続けることにより自立をサポートすること、またワンス

トップ窓口により利用者の利便性を向上することを目的に、子ども・

青少年相談センターを開設しました。 
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相談内容の解決に向けて、学校へ対応方法の検討や指導・助言など

の支援を行うとともに、医療機関や福祉サービス等の関係機関とも積

極的な連携を図りました。 

 

③ 総合支援学校スクールバスの運行延伸 

スクールバスの運行経路や管理業務内容を見直し、寺泊支所発着に

することで、寺泊・和島地域までの運行延伸を実現し、通学の利便性

の向上と、これまで与板地域の乗車場まで児童・生徒を送迎していた

保護者の負担軽減を図りました。 

 

２ 将来に向けた都市インフラの整備 

① 新ごみ処理施設の整備 

循環型社会形成を推進する新たなごみ処理施設の中核を担い、廃棄

物を適正に安定的かつ経済的に処理し、エネルギーの有効利用の促進

と環境負荷の低減が図れる新しいごみ処理施設の整備に向け、実施設

計に着手しました。 

 

② 大積スマートＩＣ（仮称）の事業化に向けた実施計画策定と周辺道

路の整備 

事業化に向け、国、県、ＮＥＸＣＯ東日本(株)との調整を図るため

に準備会を開催しました。また、概算事業費や費用便益比の算定など、

関係機関協議に必要な検討を実施しました。 

長岡ニュータウン連絡道路については、国道８号線から国営越後丘

陵公園や西部丘陵の工業団地へのアクセス経路となる道路で、地域の

発展や企業誘致を図るため、継続して道路整備を推進しました。 

 

③ 柿町一般廃棄物最終処分場の整備 

現在稼働している４か所の最終処分場について、残余容量が残り僅

かであることから、市内で発生する一般廃棄物の継続的な処分が可能

となるよう、平成２８年度から柿町に新たな処分場の整備を進め、令

和２年度に完成しました。 
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３ 産業振興と働く場の創出 

① 外国人材の活躍のための環境整備 

外国人材の活躍のための受け入れ環境を整備するために、外国人材

支援アドバイザーを雇用し、企業訪問を通じて受入の課題などのヒア

リングをするとともに、インターンシップのマッチングに着手しまし

た。 

また、留学生と企業との交流会の開催や首都圏大学の留学生による

オンラインインターンシップなどを行い、留学生に市内企業を知って

もらう機会づくりに取り組みました。 

 

② ＮａＤｅＣ構想の推進 

市内の４大学１高専と企業の活動交流拠点としてＮａＤｅＣ ＢＡＳＥ

（ナデックベース）を運営し、産官学が連携して、長岡の未来を担う

人づくりと産業振興を目指し、大学の授業や企業向けのセミナー、起

業の勉強会、イノベーション・ハブの活動、産学・産産連携を進める

ための交流イベントなどを実施しました。 

 

③ 「長岡地域若者サポートステーション」との連携による就労支援 

セミナーの開催や職場実習受入企業の開拓を行うとともに、就労に

困難を抱える若者へ自立支援や職場実習を実施し、１４４人が就労し

ました。 

また、地域就職氷河期世代支援加速化交付金を活用し、就職氷河期

世代(３５歳から４９歳)の就労支援を実施し、２０人が就労しました｡ 

 

④ がんばる担い手農家の支援 

規模拡大または生産コスト削減計画のある農家９人に対して、耕作

面積に対応するために必要な機械・施設の導入経費の支援を行うとと

もに、認定新規就農者として認定を受けて独立自営就農する１６人に

対して、自ら耕作する農地の賃借料及び肥料・農薬費の支援を行いま

した。 
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Ⅳ 長岡の魅力発信と交流・関係人口の拡大 

１ 東京オリンピック・パラリンピックを契機とした交流機会の拡大 

○ インバウンド観光の推進 

当市の魅力を国外に端的に伝えるために、多言語観光プロモーション

動画を制作し、動画サイト上などで広く情報発信をしました。 

また、インバウンド受入体制整備の一環として、外国人来訪者の滞

在満足度の向上を図るため、市内観光施設等にある日本語解説文につ

いて、ＱＲコードを活用して全１５種類の言語でスマートフォンに表

示させる仕組みを導入しました。 

 

２ 地域資源を活かした観光交流の促進 

① 悠久山公園の桜等の再整備 

市民の声を反映して策定した悠久山公園再整備計画に基づき、桜の

植栽と老朽化したトイレ等施設の改築・改修の実施設計を行いました｡ 

 

② 「ながおか花火館」の整備 

照明設備や消雪機能を整備したほか、ドームシアターで上映する花

火映像等の作成、長岡花火関連資料の製作展示を行い、長岡花火を核

とした地域資源を通年でＰＲする観光交流促進施設「道の駅ながおか

花火館」を令和２年９月にオープンしました。 

 

③ 摂田屋地区「機那サフラン酒本舗」の整備  

機那サフラン酒本舗の歴史的建造物・庭園を活用し、観光情報や醸

造文化を県内外に発信する「摂田屋地区情報発信拠点」を整備するた

め、敷地取得のほか、米蔵の改修工事、外構工事、トイレ新設工事、

駐車場整備工事などを行いました。令和２年１０月にプレオープンし

ました。 

 

３ 長岡の魅力を全国・世界に発信 

○ 各種メディアを活用した市政情報や魅力の発信 
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ながおか花火館をはじめとした本市の政策や地域資源などの魅力に

ついて、新聞広告の掲載や市政広報番組の放送などにより、市内外に

発信しました。 

また、長岡産「食材」のプロモーションにおいては、長岡産「食材」

ブランディング委員会による「米」「枝豆」などのブランド化に向け

た取り組みを進めるとともに、ＥＣ（電子商取引）需要に対応した長

岡市のオリジナルサイトを立ち上げたほか、市内事業者によるＥＣの

導入・活用を支援しました。 

 

Ⅴ 行政サービスの効率化と利便性向上 

① 行政ＩＣＴの推進 

行政ＩＣＴの推進による業務の効率化、業務改善のため、ＲＰＡや

ＡＩ－ＯＣＲ、議事録作成支援システム等を導入し、約８，５００時

間程度作業時間を短縮しました。 

また、地図情報・電子住宅地図システム（ＧＩＳ）、公共施設予約

サービスを運用し、ＩＣＴの推進を図りました。 

 

② オープンイノベーションによる行政課題の解決  

市民生活の向上及び行政事務の効率化を図るため、民間事業者や大

学と協働で地域課題・行政課題の解決に取り組みました。 

長岡版オープンイノベーション事業では「スマートウォッチを活用

した高齢者の見守り支援」「多言語映像通訳を活用した外国人児童生

徒への学校生活支援」について、実証実験を行いました。 

 

 

以上で主要な事業の説明を終わり、次に、歳出の各款別の支出状況につ

いて申し上げます。 

 

《議会費》は、５億１，０５５万５千円で、 

対前年比８９０万８千円（１．７％）の減であります。 

この主な内容は、市議会国際交流事業費の減であります。 
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《総務費》は、４２６億７６９万８千円で、 

対前年比２６６億６，４３０万９千円（１６７．２％）の増でありま

す。 

この主な内容は、特別定額給付金給付事業費２６８億１，１４２万１

千円、財政調整基金積立金４億９，３２５万６千円の増、中越大震災メ

モリアル基金積立金８億１，７８０万９千円の減であります。 

 

《民生費》は、３９４億３，２７４万９千円で、 

対前年比１４億２，０１８万円（３．７％）の増であります。 

この主な内容は、施設型給付費等事業費１８億９，１０５万３千円、

私立認可保育所等施設整備費等補助金３億３，７１４万６千円の増と、

私立認可保育所等運営費１０億８，３２０万４千円の減であります。 

 

《衛生費》は、８４億１，９５９万円で、 

対前年比８億７，１９９万８千円（９．４％）の減であります。 

この主な内容は、一般廃棄物最終処分場整備事業費６億３，９７７万

６千円、中之島し尿処理施設解体事業費２億７，２７８万３千円の減と、

感染症予防事業費２億３，２０１万１千円の増であります。 

 

《労働費》は、４億５，４９６万９千円で、 

対前年比７１２万円（１．６％）の増であります。 

この主な内容は、新型コロナウイルス緊急経済対策事業費４，２２０

万円の増と、勤労者住宅建設資金融資事業費４，１０９万円の減であり

ます。 

 

《農林水産業費》は、２９億２，０６４万６千円で、 

対前年比１億９５９万５千円（３．６％）の減であります。 

この主な内容は、県営土地改良事業費１億１，２４５万６千円の減で

あります。 
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《商工費》は、５５億９８４万円で、 

対前年比５億９，９２６万５千円（１２．２％）の増であります。 

この主な内容は、新型コロナウイルス緊急経済対策事業費１０億４，

２０５万９千円の増と、中小企業融資資金貸付金２億５，０８０万円、

企業誘致促進事業費９，０１８万４千円の減であります。 

 

《土木費》は、１９９億９，２６７万５千円で、 

対前年比１３億２，５７８万５千円（６．２％）の減であります。 

この主な内容は、住宅建設等融資事業費５億４，０６５万３千円、人

づくり・学び・交流施設整備推進事業費４億７，１９１万７千円、橋

りょう修繕・整備事業費２億２，６２８万１千円の減であります。 

 

《消防費》は、７３億８，７２９万８千円で、 

対前年比１０億１，６０７万３千円（１５．９％）の増であります。 

この主な内容は、道路除雪費１０億２，３０７万１千円、関原出張所

整備事業費２億１，６０５万６千円の増と、中之島出張所移転整備事業

費１億２，４２０万２千円の減であります。 

 

《教育費》は、１１０億７４２万４千円で、 

対前年比２０億８，０７４万５千円（１５．９％）の減であります。 

この主な内容は、小学校冷房設備整備事業費１７億３，０２４万６千

円、小学校大規模改造事業費１３億１１万２千円の減と、学習情報化推

進事業費５億３，９１８万３千円の増であります。 

 

《公債費》は、１６４億１，９５３万９千円で、 

対前年比４億４，５２１万５千円（２．８％）の増であります。 

この主な内容は、長期債償還元金５億７，６４５万３千円の増、長期

債償還利子１億３，２１４万３千円の減であります。 

 

《災害復旧費》は、５億３，８４２万円で、 

対前年比３億９，４５０万８千円（２７４．１％）の増であります。 
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この主な内容は、令和元年台風第１９号災害復旧事業費３億９，７６

０万４千円の増であります。 

 

次に、下水道事業会計と水道事業会計、簡易水道事業会計を含む特別

会計について申し上げます。 

 

歳入総額は、７７１億９，４６２万円、対前年比１億７，０７２万２

千円（０．２％）の減、歳出総額は、８１２億７，７８２万７千円、対

前年比２億２，３５９万１千円（０．３％）の減であります。 

歳出の主な内容は、下水道事業会計６億４，９８４万７千円（３．

７％）の減、介護保険事業特別会計３億８，０９３万７千円（１．４％）

の増であります。 

なお、一般会計と特別会計の総額は、歳入では２，３７９億９，４４

６万５千円、歳出では２，３６４億７，９２３万円であります。 

 

次に、令和２年度における「財政調整基金等の状況」、「財政指標」

及び「健全化判断比率」について申し上げます。 

 

≪財政調整基金等≫ 

令和２年度末現在（出納閉鎖時）の残高は、 

○ 財政調整基金   ４６億９，３２５万５千円 

○ 減債基金        ２，９４３万９千円 

○ 都市整備基金   ５６億４，９６１万８千円 

【３基金の合計   １０３億７，２３１万２千円】です。 

 

≪財政指標≫ 

１ 財政力指数は０．６１９で、前年度の０．６１４に比較して 

０．００５ポイント上昇しました。 

 

２ 経常収支比率は９１．５％で、前年度の９１．９％に比較して 

０．４ポイント低下しました。 
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≪健全化判断比率≫ 

１ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、赤字の会計がないため数

値がありませんでした。 

 

２ 実質公債費比率は５．６％で、前年度の５．５％に比較して 

０．１ポイント上昇しました。 

（参考：早期健全化基準２５．０％） 

 

３ 将来負担比率は７４．５％で、前年度の７４．６％に比較して 

０．１ポイント低下しました。 

（参考：早期健全化基準３５０．０％） 

 

 

以上、令和２年度の決算概要について申し上げましたが、決算の内容

については､「令和２年度長岡市一般会計・特別会計・下水道事業会計･

水道事業会計・簡易水道事業会計決算書」のとおりです。 

また、予算執行状況の詳細については、一般会計と特別会計は「令和

２年度主要施策の成果及び予算執行実績の報告書」､下水道事業会計は

「令和２年度下水道事業会計決算書」の事業報告書、水道事業会計は

「令和２年度水道事業会計決算書」の事業報告書、簡易水道事業会計は

「令和２年度簡易水道事業会計決算書」の事業報告書のとおりです。 


